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望ましい営農型太陽光発電に関する検討会
の議論の経過
•農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課を事務局として設置。

• 2025年5月に第1回の望ましい営農型太陽光発電に関する検討会

が開催され、その後7月までに4回を開催。

• 2025年12月の政府による「メガソーラー対策パッケージ」の策定を

受けて検討会が再開され、2026年1月に第5回、4月に最終回となる

第6回が開催された。

•農林水産省からの取りまとめ案として「農山漁村再生可能エネル

ギー法」を用いた新制度が提示され、7月に省令改正を予定。
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新たな制度設計（未確定）のポイント

•国は営農型太陽光発電の基本理念を定め、「望ましい営農型太陽

光発電に関する基本方針」を農山漁村再生可能エネルギー法の中

に明記する。

•市町村はその基本方針に従い、地域の農業事業に応じた独自の営

農型太陽光発電に関する基準を「基本計画」として策定。

•発電事業者は市町村の基本計画に適合した「設備整備計画」を申

請して認定を受ける。その際に営農型太陽光発電の一時転用許可

がセットで下りてくる。
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つまり何が変わるのか？

•とにもかくにも、営農型太陽光発電における不適切な事業者を排除

したいというのが政府方針の大前提。

•国の基本方針は報道などで周知の通り、地域計画への営農者の位

置付け、遮光率30％未満、架台の高さ3m以上ほか、営農型太陽光

発電の基準を大きく厳格化する方向。

•この基準を緩和していくものとして、市町村による基本計画での条件

設定が重要。作物、設備設計、立地まで決まっていく。

※詳細な制度設計はこれから
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今後のスケジュール

• 7月に農山漁村再生可能エネルギー法に関する省令改正が予定さ

れている。（おそらく国会の会期終了後）

•その後に、農山漁村再生可能エネルギー法の設備整備計画認定

を、一時転用許可の条件とする農地法施行規則の改正が必要にな

るため、追加の省令改正が行われる見込み。

•制度全体の運用開始は最短で来年7月になるとも言われるが、ここ

については今後の政策提言活動やパブリックコメントなどの動向も

ポイント。
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大手事業者による
営農型太陽光発電の取り組み
農業と太陽光発電の共創へ
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近年の営農型太陽光発電参入企業の例

• 東急不動産

• 森ビル

• ENEOS
• ヤンマーホールディングス

• 中部電力

• ワタミエナジー（ワタミグループ）

• 西武アグリ（西武グループ）

• クボタ

• 出光興産

• 清水建設

• 良品計画

• リコーリース

• 日東工業

• 静岡ガス

• SBIエナジー（SBI HD）

• JA三井リース　　　　　順不同
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出光興産株式会社 
小松島サイト

• 2026年2月竣工

• 2MW級の一軸追尾型の水

田営農型太陽光発電設備。

• 稲の栽培期間中は日射量を

最大化する「営農モード」で

運用される。

• 農業機械の作業時は水平に

することで空間を確保。
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ヤンマーホールディン
グス株式会社栗東市サ
イト

• 2026年3月竣工

• 66.64kWdcの発電設備

• ヤンマーシンビオシス株式
会社が管理する水田に設
置された、一本足の営農型
太陽光発電設備。

• 端に発電設備を集約するこ
とで大半の場所で日射量と
収量確保を狙う。
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ヤンマーホールディングスの取り組み

• 2025年6月に新プロジェクト「SAVE THE FARMS by YANMAR」を

発表し、営農型太陽光発電について2030年までに1,000haで
350MWの導入を目指す。

•その後、2026年4月の記者会見では2040年に向けた導入目標とし

て10,000ha規模で営農型太陽光発電を設置していくと発表。

•「未来の農地を守る」ために、環境再生型農業と営農型太陽光発電

を組み合わせたプロジェクトとして推進。

•昨秋には淡路島でパソナとの営農型太陽光発電を含む事業連携を

発表するなど、企業連携も拡大している。
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東北電力と

業務提携
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大手企業参入の流れ

•企業活動における再生可能エネルギー調達のための参入、特にス

ピード感のある導入が可能な太陽光発電、その中でもポテンシャル

の大きい営農型太陽光発電が取り組まれている。

•政府の「メガソーラー対策パッケージ」により、野立ての開発がこれ

まで以上に制約されていく中で、地域共生型の再生可能エネルギー

としても営農型太陽光発電に注目が集まるのでは。

•望ましい営農型太陽光発電の新制度を見通す際には、各自治体と

大手企業の連携による事業化というシナリオもあり得る。
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再生可能エネルギー主力電源化小委員会

•本日、経済産業省・資源エネルギー庁による「再生可能エネルギー

主力電源化小委員会」の第1回が開催。「再エネ主力電源化に向け

た今後の再生可能エネルギー政策」が議論。
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イラン情勢を踏まえた政策動向の見極め

•現在、国際的な資源エネルギー情勢は「第三次オイルショック」と言

える状況にある。

• 1970年代のオイルショックを契機に、サンシャイン計画がスタートし

現在に至る太陽光発電の技術開発などが始まった。

•本来は半世紀かけて今回のような石油危機に備えてきたはずなの

に、それが不十分であることが露見。そうした状況を踏まえて今後の

エネルギー安全保障をどう確立していくか、その議論の中での再生

可能エネルギーの位置づけが重要になる。
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太陽光発電で
次の世代に
豊かな未来を

一般社団法人日本PVプランナー協会
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